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○ 地域公共交通の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向。全国の6割の事業者が赤字。

○ 特に地方部のバス事業の収支率は、低い水準。

○ 低賃金、長時間労働などにより、自動車運転者を志望する人が減り、人手不足が深刻化。

バスの輸送人員の減少

自動車運転事業の人手不足
他産業に比べ低い事業収支率

（H28、補助前）

バス事業者の赤字割合

96.5%
103.1%

地方路線バス
87.4%

100.9%
124.9%

93.9%
105.2%

98.9%
103.3%

厳しい地域の公共交通
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＜支援の内容＞
○ ノンステップバスの導入、鉄道駅における

内方線付点状ブロックの整備 等

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新 等

地域公共交通特定事業
（必要に応じて地域公共交通網形成計画に事業実施を記載できる）

（事業者）

軌道運送
高度化事業
（LRTの整備）

道路運送
高度化事業
（BRTの整備）

海上運送
高度化事業

（海上運送サービス
改善）

鉄道事業
再構築事業

（鉄道の上下分離等）

鉄道再生事業
（廃止届出がなされた
鉄道の維持）

地域公共交通
再編事業
（公共交通網の
再構築）

（事業者） （事業者） （事業者）（事業者） （事業者）

地域に最適な公共交通の検討や計画づくりのサポート

地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

■ 地域公共交通の活性化及び再生の意義・目標

■ 地域公共交通網形成計画の作成に関する基本的な事項

■ 地域公共交通の活性化及び再生に関する事業の評価に

関する基本的な事項 等

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が策定）

法律の特例措置・重点的な支援により計画の実現を後押し

軌道運送
高度化実施計画

道路運送
高度化実施計画

海上運送
高度化実施計画

鉄道事業
再構築実施計画

鉄道再生
実施計画

国土交通大臣が認定

地域公共交通
再編実施計画

国土交通大臣に届出

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

■ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する

地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針

■ 区域・目標・計画期間

■ 実施事業・実施主体

■ 計画の達成状況の評価 等

協議会を開催し策定
（地方公共団体（都道府県・市町村）
・交通事業者・道路管理者・利用者・
学識者等から構成）
まちづくりと連携しつつ、地域最適な
交通ネットワークを検討

＜目標＞
本格的な人口減少社会における地
域社会の活力の維持・向上

地域公共交通確保維持改善事業

＜支援の内容＞
○ 地域公共交通網形成計画、
地域公共交通確保維持改善事業の
計画等策定に係る調査

○ 地域公共交通網形成計画等に基づく利用促進・
事業評価

○ 地域におけるバリアフリー化の促進を図るための
移動等円滑化促進方針の策定に係る調査

＜支援の内容＞
○ 幹線バス交通の運行
地域間交通ネットワークを形成する
幹線バス交通の運行や車両購入を支援。

○ 地域内交通の運行
過疎地域等において、コミュニティバス、
デマンドタクシー等の地域内交通
の運行や車両購入等を支援。

○ 離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な
交通手段である離島航路・航空路
の運航等を支援。

地域の特性に応じた生活交通の確保維持

快適で安全な公共交通の構築

地域公共交通ネットワーク形成に向けた

計画策定等の後押し

（平成３０年度予算額 ２０９億円）
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北海道 函館市 宮城県 大崎市 栃木県 真岡市 新潟県 柏崎市 岐阜県 岐阜市 三重県 津市 島根県 高知県 高知市 熊本県 熊本市・嘉島町

深川市 栗原市 大田原市 佐渡市 高山市 四日市市 宿毛市 八代市

岩見沢市 石巻市 鹿沼市 上越市 恵那市・中津川市 伊勢市 南国市 水俣市

千歳市 白石市 日光市 魚沼市 羽島市 松阪市 江津市 田野町 合志市

釧路市 気仙沼市 宇都宮市・芳賀町 長岡市 美濃加茂市 伊賀市 松江市 佐川町 人吉市

美唄市 東松島市 佐野市 阿賀野市 土岐市 名張市 大田市 津野町 荒尾市

帯広市 山元町 那須塩原市 糸魚川市 各務原市 尾鷲市 徳島県 小松島市 上天草市

紋別市 松島町 新発田市 関市 鳥羽市 阿波市 天草市

江別市 利府町 見附市 多治見市 亀山市 つるぎ町 大津町

北広島市 山形県 山形市 栃木市 三条市 飛驒市 紀北町 福岡県 福岡市 美里町

岩内町 酒田市 塩谷町 阿賀町 海津市 和歌山県 橋本市 北九州市 和水町

白糠町 鶴岡市 益子町 富山県 高岡市 山県市 京都府 木津川市 岡山県 井原市 久留米市 水上村

白老町 那須町 黒部市 福知山市 高梁市 中間市

仁木町 茂木町 富山市 瀬戸内市 筑紫野市

安平町 新庄市 上三川町 魚津市 玉野市 行橋市

斜里町 小国町 市貝町 小矢部市 郡上市 倉敷市 朝倉市

音更町 福島県 群馬県 太田市 中津川市 津山市 豊前市

当別町 前橋市 白川町・東白川村 真庭市 飯塚市

厚岸町 埼玉県 熊谷市 静岡県 下田市 久米南町 糸島市 大分県

釧路町 春日部市 滑川市 伊豆市 吉備中央町 嘉麻市

せたな町 上尾市 石川県 七尾市 御殿場市 和気町 宗像市

青森県 青森県 越谷市 長野県 松本市・山形村 柳川市

八戸市 入間市 八女市

弘前市 福島市 草加市 兵庫県 豊岡市 広島県 三原市 みやま市

三沢市 会津若松市 三郷市 姫路市 三次市 大牟田市

五所川原市 郡山市 飯能市 湖西市 神戸市 広島市 直方市

青森市 伊達市 ときがわ町 藤枝市 加古川市 東広島市 那珂川市 別府市

南相馬市 小川町 上田市 掛川市 加東市 廿日市市 岡垣町 大分市

喜多方市 鳩山町 佐久市 たつの市 江田島市 久山町 杵築市

十和田市 白河市 吉見町 小諸市 小野市 尾道市 芦屋町 中津市

鰺ヶ沢町 棚倉町 寄居町 駒ヶ根市 安芸高田市 遠賀町 臼杵市

七戸町 石川町 川島町 長野市 北広島町 佐賀県 佐賀県 豊後大野市

岩手県 八幡平市 楢葉町 東秩父村 安曇野市 坂町 佐賀県・唐津市・玄海町 竹田市

釜石市 塙町 千葉県 東金市 箕輪町 焼津市 大崎上島町 伊万里市 宇佐市

宮古市 西郷村 鴨川市 信濃町 牧之原市 加西市 安芸太田町 鹿島市 日田市

北上市 茨城県 水戸市 君津市 木曽町 三島市 福崎町 神石高原町 小城市 由布市

滝沢市 日立市 八街市 中川村 裾野市 滋賀県 山口県 宇部市 吉野ヶ里町 九重町

花巻市 下妻市 南房総市 高山村 小山町 周南市 上峰町 宮崎県

大船渡市 常陸太田市 佐倉市 大桑村 愛知県 豊橋市 甲賀市 光市 太良町

岩手町 かすみがうら市 大網白里市 福井県 岡崎市 長浜市 長門市 長崎県 佐世保市

大槌町 神栖市 白井市 一宮市 草津市 美祢市 五島市 えびの市

矢巾町 行方市 旭市 豊川市 大阪府 河内長野市 山陽小野田市 対馬市 都城市

秋田県 秋田市 牛久市 木更津市 日進市 岸和田市 下松市 大村市 小林市

湯沢市 稲敷市 富津市 田原市 貝塚市 下関市 松浦市 門川町

鹿角市 土浦市 市原市 弥富市 奈良県 奈良県下全39市町村 防府市 鹿児島県 薩摩川内市

由利本荘市 龍ケ崎市 長南町 清須市 宇陀市 山口市 鹿屋市

大仙市 潮来市 大多喜町 鯖江市 長久手市 五條市 岩国市 壱岐市 日置市

仙北市 つくば市 東京都 豊田市 広陵町 香川県 高松市 新上五島町 姶良市

にかほ市 鹿嶋市 蒲郡市 鳥取県 小豆島町・土庄町 南さつま市

北秋田市 桜川市 多摩市 東海市 愛媛県 愛媛県 鹿児島市

潟上市 筑西市 神奈川県 藤沢市 西尾市 東温市 霧島市

大館市 高萩市 海老名市 新城市 西予市 奄美市

五城目町 ひたちなか市 大和市 豊明市 大洲市 和泊町・知名町

藤里町 常陸大宮市 伊勢原市 小牧市 新居浜市 さつま町

美郷町 つくばみらい市 真鶴町 半田市 愛南町 南城市

守谷市 湯河原町 安城市 鬼北町 沖縄市

五霞町 山梨県 甲州市 東郷町

城里町 北杜市 豊山町

大子町 上野原市 武豊町

東海村 南知多町

東浦町

飛島村

沖縄県

大分県・中津市・宇佐市・
豊後高田市

大分県・竹田市・豊後大野
市・臼杵市

大分県・佐伯市・津久見市

大分県・大分市・別府市・

由布市

宮崎県・日向市・門川町・
美郷町・諸塚村・椎葉村

人吉市・錦町・多良木町・
湯前町・水上村・相良村・

五木村・山江村・球磨村
あさぎり町

福井市・大野市・勝山市・あ

わら市・坂井市・永平寺町

（えちぜん鉄道沿線地域）

福井市・鯖江市・越前

市・越前町
（福井鉄道沿線地域）

笠岡市（岡山県）
福山市（広島県）

長井市・南陽市・川西
町・白鷹町

洲本市、淡路市、南あわじ

市

熊本県・南阿蘇村・高森町福島県・田村市・南相
馬市・川俣町・広野町・
楢葉町・富岡町・川内

村・大熊町・双葉町・浪
江町・葛尾村・飯館村・
福島市・郡山市・いわき
市・相馬市

高岡市・氷見市・砺波市・
南砺市

（城端・氷見線沿線地域）

長崎県・諫早市・雲仙市・
島原市・南島原市

京都府・笠置町・和束町・
南山城村
（JR関西本線沿線）

設楽町・東栄町・
豊根村

彦根市・愛荘町・豊郷町・
甲良町・多賀町

飯田市・松川町・高森
町・阿南町・阿智村・平

谷村・根羽村・下條村・
売木村・天龍村・泰阜
村・喬木村・豊丘村・大
鹿村

静岡県・沼津市・熱海
市・三島市・伊東市・伊
豆の国市・函南町・東
伊豆町・河津町

鳥取県・倉吉市・琴浦町、
北栄町、湯梨浜町、三朝
町

静岡県・沼津市（戸田
地区）・下田市・伊豆
市・南伊豆町・松崎町・
西伊豆町

島根県・松江市・
出雲市
（一畑電車沿線地域）

鳥取県・米子市・境港市・
日吉津村・大山町・南部
町・伯耆町・日南町・日野
町・江府町

鳥取県・鳥取市・岩美町・
若桜町・智頭町・八頭町

三木市・小野市・神戸市

東京都・中央区・港区・
江東区

京都府・綾部市・南丹市・
京丹波町
（JR山陰本線沿線）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町・池田町・南
越前町

那須塩原市、大田原
市、那須町、那珂川町

むつ市、大間町、東通
村、風間浦村、佐井村

五城目町、八郎潟町、
大潟村

大垣市・桑名市・海津
市・養老町・神戸町・揖
斐川町・池田町
（養老線沿線地域）

島根県、江津市、川本町、美郷町、邑

南町、広島県、三次市、安芸高田市
（三江線沿線地域）

京都府・兵庫県・福知山市・舞鶴市・宮津
市・京丹後市・伊根町・与謝野町・豊岡市

（北タンゴ鉄道沿線地域）

地域公共交通網形成計画 策定状況

再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：赤
・策定意向のある団体 ：黄

■ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（２０１４年１１月）以降、２０１８年１２月末までに、４３９件の
地域公共交通網形成計画が策定され、２９件の地域公共交通再編実施計画が国土交通大臣により認定
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MaaS（Mobility as a Service)の出現

スマートフォンアプリ「Whim」（フィンランドMaaS Global社）
※未来投資会議構造改革徹底推進会合 地域経済・インフラ会合（平成３０年４月１７日）
計量計画研究所 牧村氏発表資料より抜粋

公共交通機関の利用シェアの増加（ヘルシンキでのWhimユーザー：48％→74％）
都市部における渋滞の削減や環境負荷の低減
公共交通機関の運行効率化、生産性向上
人流データ収集（→路線の再編）

効果
出典：MaaS ALLIANCE “White Paper”

ERTICO  “VISION PAPER”

マース

2014年、ヘルシンキ市において域内の
自家用車を2025年までにゼロにする
ロードマップが示された。
⇒2016年、様々な公共交通を一括で
検索・予約・決済できるアプリ
「Whim」がスタート
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MaaSサービスの概要と国土交通省の取組

MaaSサービスの概要

MaaSサービスの実現は、地方部における交通手段の確保、都市部における渋滞緩和、さらにはスマートシティの
実現等にも資することから、以下の施策を推進すべく、民間のMaaSの実証実験等の取組を支援（平成３１年度）。
①事業者や都市の境を越えた様々なデータ連携のためのルール整備
②ＡＩオンデマンドバス等の新モビリティサービスの導入
③新モビリティサービスにも対応しうる交通結節点をはじめとするインフラ整備

国土交通省の取組

出
発
地

目
的
地

利用者

出発地から目的地までの移動を
ひとつのサービスとして提供（検索・予約・決済）

他業態サービスとも連携

世界の各都市に広がるMaaSサービス

シェアサイクル

ＡＩオンデマンドバス

鉄道・バス・タクシー

カーシェア

‥‥

小型モビリティ
自動運転バス・タクシー

小売店舗 宿泊施設 医療・福祉 観光地

6



石田 東生 筑波大学特命教授
伊藤 昌毅 東京大学生産技術研究所助教
鎌田 実 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
川端 由美 自動車ジャーナリスト、株式会社ローランド・ベルガー
須田 義大 東京大学生産技術研究所次世代モビリティ研究センター教授
高原 勇 筑波大学未来社会工学開発研究センター長

トヨタ自動車株式会社未来創生センターＢＲ未来社会工学室長
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【有識者】

【事務局】

○地域交通においては、都市部では道路混雑やドライバー不足、地方部では高齢化の深刻化等に伴う地域の交通サービス

の縮小や移動そのものの縮小等、様々な問題が存在。

○昨今、交通事業者がMaaS、バス・タクシー運行時におけるＡＩや自動運転技術の活用など、新たなモビリティサービスの取

組を開始。これらの新たなモビリティサービスは、公共交通分野での新たな事業展開の可能性を広げるとともに、新たな都

市の装置として都市のあり方にも大きなインパクトをもたらす可能性。

○このため、近年の諸外国、我が国の官民における様々な取組も踏まえながら、我が国における望ましいMaaSのあり方、バ

ス・タクシー分野でのＡＩ・自動運転の活用に当たっての課題抽出・今後の取組の方向性などを検討するため、有識者等に

よる「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」を開催。

１．開催の趣旨

３．スケジュール

第１回 10月17日（水）
・現状の把握と検討の方向性
第２回～第４回 11月～12月
・MaaSに関する事業者ヒアリング
第５回 12月13日（木）
・中間整理
第６回 １月17日（木）
・その他サービス革新、技術革新の
取組に関する事業者ヒアリング

第７回 ２月19日（火）
・中間とりまとめの審議
第８回 ３月14日（木）
・中間とりまとめ

都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会について
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都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間整理（概要）

地域別に取り組むべき課題

〇地域特性を踏まえたMaaSの具体化（都市と地方）
〇先行的なMaaSモデルの実現

地域特性を踏まえたMaaSの推進

今後の懇談会でさらに議論

地域横断的に取り組むべき課題

〇データ連携の仕組み作り

○データ連携の目標設定

〇社会全体でのデータ活用・他産業
との連携

事業者間のデータ連携の促進

〇多様な運賃体系を選択できる制度
設計

〇パッケージ運賃の導入の検討

〇ダイナミックプライシング導入の必
要性の検討

〇決済基盤・周辺設備の整備

柔軟な運賃・料金の実現

〇まちづくり・インフラ整備を検討する
際の前提

〇多様なモード間での乗換・待合環
境の改善

〇新たなモビリティに対応した走行空
間の確保

〇都市交通データの収集とまちづくり
計画への応用

まちづくり・インフラ整備

との連携

今後の懇談会でも必要に応じて議論

○利用者目線での利便性の検討

○Society5.0を踏まえたデジタル空間・フィジカル空間の
両面での検討

○地域横断的な取組課題の検討

○地域別の取組課題の検討

検討の視点 検討の方向性
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新モビリティサービス推進事業

近年の交通分野においては、大都市圏における道路混雑、過疎地域における少子高齢化等に伴う交通サービ
スの縮小や移動そのものの縮小、さらにはドライバー不足が発生するなど、交通サービスに様々な問題が生じ
ている。
一方で、ICT、自動運転等の新たな技術開発などが進展するとともに、様々な移動を一つのサービスとして捉え
るMaaS（Mobility as a Service）の概念の登場など、交通分野の様々な課題を解決する可能性のある取組の
検討が民間主導で進みつつある。国土交通省では、「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」を開催し、
日本型MaaSのあり方、今後の取組の方向性を検討中。

新モビリティサービス実証実験の支援

背 景

多様な地域において多様な主体が参加するMaaSの
実証実験を支援

多様な地域での実証実験の支援×オープンデータの実証実験 による新モビリティサービスの共通基盤の実現

都市部・地方部において、新たなモビリティサービスの創出を目指す。

移動に付随するサービスを
追加し、付加価値を高める
ことも可能

出発地 目的地
鉄道 バス

観光案内
クーポン

配布

出発地から目的地までの移動をひとつのサービスとして提供（検索・予約・決済）

利用者

飲食店
検索・予約

新モビリティサービス実証実験の支援やオープンデータ実証事業の成果を踏まえつつ、日本型MaaS共通基盤の実現
に向けたデータ連携のあり方等の検討を行う。

オープンデータ化の推進に向けた実証実験

公共交通分野における民間の主体的なオープンデー
タ化を推進する上での諸課題を検討するため、オー
プンデータを活用した実証実験を実施

鉄道・バス等の
静的・動的データ

オープンデータ
整備

公募アプリでの実証

様々なアプリの創出

交通事業者によるデータ提供

データ・API提供

日本型MaaSの共通基盤の構築の実現に向けた検討

平成３１年度予算案 ３．０６億円
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世界経済フォーラム（ダボス会議）
グローバル自動運転・都市交通カウンシルについて

グローバル自動運転・都市交通カウンシル

石井大臣は世界経済フォーラム総会（通称「ダボス会議」）に国土交通大臣として初めて出席。

ダボス会議では、世界のモビリティ分野における官民リーダー達が集まる場である「グローバル自動
運転・都市交通カウンシル」に共同議長として参加し、自動運転やMaaS等について我が国の立場を
発信しつつ、各国の関係者と意見交換を行った。
石井大臣の冒頭発言のポイントは下記のとおり。
①政府の役割として「自動運転を前提とした新たな規制・制度の設計」、「シームレスな交通結節点
等のインフラ 整備」、「データの共有・活用を可能とする環境整備」等が重要

②カウンシルが今後の活動を進めていく上で、以下の３つの観点を重視すべき
・データのアクセシビリティの向上など官民連携
・自動運転車の国際的な安全基準の策定やサイバーセキュリティなど国際協調
・安全で安心できる質の高いモビリティサービスの提供や地方部への考慮など「利用者中心」

2019年5月29日に第1回の正式会合を開催し、今後、定期的に検討を進める。

ダボス会議の模様

自動運転・都市交通プロジェクト責任者ミッシェル・エイバリー氏及び
世界経済フォーラム マネージングディレクター・リチャード・サマンズ氏と

ダボスのコングレス・センター前でインド放送局の取材を受ける
石井大臣
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